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○南島原市電子入札実施要綱 

平成29年３月31日告示第33号 

改正 

令和元年10月１日告示第37号 

南島原市電子入札実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と入札に参加し

ようとする者（以下「入札参加者」という。）の使用に係る電子計算機を電気通信回線で接続した

電子情報処理組織を使用して処理する情報処理システム（以下「電子入札システム」という。）で

行う入札（以下「電子入札」という。）について、必要な取扱いを定めるものとする。 

（電子入札の対象） 

第２条 電子入札を行うことができる入札方式は、制限付一般競争入札及び指名競争入札とする。た

だし、南島原市競争参加資格委員会又は南島原市建設工事指名審査委員会で電子入札によらないこ

ととした場合は、この限りでない。 

（電子入札に使用できるＩＣカード） 

第３条 電子入札に使用できるＩＣカードは、電子署名及び認証業務に関する法律（平成12年法律第

102号）に基づく主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行する電子的な証明書を格納し

たもので、次の各号の要件を全て満たしていなければならない。 

(１) 電子入札コアシステム（電子入札コアシステム開発コンソーシアムにおいて開発された電子

入札システムをいう。）で使用できるものであること。 

(２) 南島原市競争入札参加資格者名簿に登載された営業所の代表者又は受任者（年間委任を受け

たものに限る。）の名義で取得したものであること。 

(３) 落札決定日まで有効なものであること。 

２ ＩＣカードを使用して行われた入札手続は全て当該ＩＣカードの名義人が行ったものとみなすた

め、ＩＣカードの名義人は、ＩＣカードを厳重に管理しなければならない。 

（利用者登録） 

第４条 入札参加者は、あらかじめ前条第１項に規定するＩＣカードを使用して電子入札システムに

よる利用者登録を行わなければならない。 

２ 利用者登録を行った者は、登録内容に変更が生じた場合は、直ちに利用者登録の変更を行わなけ

ればならない。 

３ 前項に規定する場合において、変更する事項が企業情報又は代表者窓口（連絡先メールアドレス

を除く。）に該当するときは、入札参加資格申請書に係る変更届を入札担当課へ提出するとともに、

変更した事項が記載されたＩＣカードを新たに取得し、再度利用者登録を行わなければならない。 

（特定建設工事共同企業体におけるＩＣカードの取扱い） 

第５条 特定建設工事共同企業体における入札の場合は、南島原市特定建設工事共同企業体取扱要領

（平成18年南島原市告示第16号）第11条に規定する書面及び入札公告において指定するものを入札

公告で示す期間内に入札担当課に持参して提出し、受理された入札参加者のうち、単独企業用とし

て利用者登録された代表構成員の代表者又は受任者名義のＩＣカードにより電子入札に参加するも

のとする。 

（ＩＣカードの不正使用等） 

第６条 市長は、入札参加者がＩＣカードの不正使用等を行った場合は、次の各号に定める取扱いが

できるものとする。この場合において、「不正使用等」とは、他人のＩＣカードを不正に取得し、

名義人になりすまして入札に参加し、又は参加しようとした場合その他市長が不正使用と認める場

合をいう。 

(１) 開札までに不正使用等が判明した場合は、当該案件への入札参加資格を取り消す。ただし、

既に入札済みの場合においては、当該入札を無効とする。 

(２) 落札決定後、契約締結前までに不正使用等が判明した場合は、当該落札の決定を取り消す。

この場合において、落札者に損害が生じても、市は一切の損害賠償の責めを負わない。 

(３) 契約締結後に不正使用等が判明した場合は、当該契約を解除する。 

（入札書の提出） 
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第７条 入札書の提出方法及び入札書受付締切日時は、次のとおりとする。 

(１) 入札書の提出方法 入札参加者は、入札書受付開始日時から入札書受付締切日時までの間に

入札書に必要な事項を入力し、電子署名を付した上で、電子入札システムにより提出しなければ

ならない。 

(２) 入札書受付締切日時 当該入札に係る入札公告及び入札執行通知書に記載された日時とする。 

（工事費内訳書の提出） 

第８条 工事費内訳書の提出を要する案件の場合において、当該工事費内訳書は、電子入札システム

の添付機能を利用して、電子ファイルにより、入札書提出時に添付するものとする。この場合にお

いて、工事費内訳書の提出期限は、入札書受付締切日時と同一とする。 

（工事費内訳書等の添付資料の取扱い） 

第９条 工事費内訳書等の添付資料の提出方法は、次のとおりとする。 

(１) 資料の添付 入札参加者は、必要な資料（以下「資料」という。）を電子入札システムの添

付機能を利用して電子ファイルで添付するものとし、当該電子ファイルの容量は３メガバイト以

内とする。この場合において、資料の作成に使用するアプリケーションソフト及びファイル形式

は、次のとおりとする。 

ア 文書ファイル（Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｗｏｒｄ 2010以下までで互換のある形式での保存に

限る。） 

イ 表計算ファイル（Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｅｘｃｅｌ 2010以下までで互換のある形式での保

存に限る。） 

ウ ＰＤＦファイル（Ａｄｏｂｅ Ｒｅａｄｅｒ 11以下までで互換のある形式での保存に限

る。） 

(２) ファイルの圧縮方法 ファイルを圧縮して提出する場合は、ｌｚｈ形式又はｚｉｐ形式とし、

自己解凍形式（ｅｘｅ形式等）での提出は、認めない。 

（紙入札での参加） 

第10条 電子入札において、紙による入札（以下「紙入札」という。）を希望する者は、入札公告及

び入札執行通知書に示す入札書受付締切日の前日の正午までに紙入札移行承認申請書（様式第１号）

を入札担当課に持参して提出し、紙入札移行（承認・否認）通知書（様式第２号）により発注者の

承認を得なければならない。ただし、入札書受付締切日の前日が南島原市の休日を定める条例（平

成18年南島原市条例第２号）第１条第１項に規定する休日の場合は、その直前の休日でない日とす

る。 

２ 紙入札での参加が認められる場合は、次の各号のいずれかに該当し、電子入札の手続の進行に支

障を生じない場合とする。 

(１) ＩＣカードの登録内容変更のため、ＩＣカード再取得の手続中の場合 

(２) ＩＣカードの破損等のため、ＩＣカード再取得の手続中の場合 

(３) 入札参加者の電子計算機の通信障害等により電子入札を行うことが困難な場合 

(４) 前３号に掲げるもののほか、やむを得ない理由があると認められる場合 

３ 第１項の規定により紙入札での参加が認められた者は、次に定める方法で紙入札を行うものとす

る。ただし、別途指定がある場合は、それに従うものとする。 

(１) 入札書（電子入札用）（様式第３号）に必要事項を記載して押印したものを入札用封筒に入

れて、入札用封筒に入札者の商号又は名称、代表者氏名及び入札案件名を記載した上封印し、入

札担当課に持参して提出するものとする。代理人が入札するときは、委任状を提出するとともに、

入札書（電子入札用）及び入札用封筒には代表者氏名に代えて代理人の記名押印をするものとす

る。この場合において、当該入札書の提出に際し、電子くじ用の３桁のくじ番号を必ず記載する

こととし、くじ番号の記載がない場合は、開札時に電子入札システムの自動生成機能を用いてく

じ番号を決定するものとする。 

(２) 工事費内訳書の提出を要する案件の場合においては、紙媒体の工事費内訳書を入札書（電子

入札用）とともに同封して提出する。 

(３) 前２号に規定する入札書（電子入札用）及び工事費内訳書（提出を要する案件の場合に限る。）

の入札受付締切日時は、電子入札における入札書受付締切日時と同一とする。 

（紙入札から電子入札への移行） 
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第11条 紙入札での参加を認められた者は、当該入札案件について、電子入札へ移行することはでき

ないものとする。 

（入札の辞退等） 

第12条 入札参加者は、入札を辞退するときは、電子入札システムにより入札書受付締切日時までに

辞退届を提出しなければならない。ただし、紙入札での参加を認められた場合においては、紙媒体

による辞退届を提出することができるものとする。入札書受付締切日時において、入札書又は辞退

届の提出がない場合は、不参加とみなす。 

２ 入札書の提出後において、指名停止等により競争参加資格を満たさなくなった入札者がした入札

は無効とする。 

（予定価格等） 

第13条 市長は、予定価格等が決定したときは、当該予定価格等を開札までに電子入札システムに登

録するものとする。 

（開札） 

第14条 開札の方法は、次のとおりとする。 

(１) 開札は、事前に設定した開札予定日時後、速やかに行うものとする。ただし、紙入札による

入札者がある場合は、入札書（電子入札用）に記載された入札金額及びくじ番号を電子入札シス

テムに登録した後に開札を行うものとする。 

(２) 開札時の立会いは、次のとおりとする。 

ア 入札参加者が開札への立会いを希望する場合は、立ち会うことができるものとする。この場

合において、当該希望者は、電子入札開札立会申込書（様式第４号）を入札書受付締切日時ま

でに入札担当課に持参して、提出しなければならない。ただし、同一の入札参加者からの立会

い人数は、１人とする。開札に立会う者は、開札時に本人確認ができるものを携行し、市の求

めに応じて提示しなければならない。 

イ 市長は、入札参加者が開札に立ち会わないときは、当該入札者に代えて当該入札事務に関係

のない職員を立ち会わせるものとする。ただし、市長が入札事務の公正かつ適正な執行の確保

に支障がないと認めるときは、この限りでない。 

(３) くじの実施 市長は、開札の結果、落札者又は落札候補者となるべき同価の入札をした者が

２人以上あった場合は、電子入札システムにおける電子くじによって落札者又は落札候補者を決

定するものとする。 

（開札結果の公表） 

第15条 開札結果は、入札担当課において閲覧に供する方法により公表する。 

（入札の無効） 

第16条 電子入札において、次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

(１) 南島原市契約規則（平成18年南島原市規則第44号）第９条の規定に該当する入札 

(２) 第３条第１項第２号に規定する名義人以外の名義人のＩＣカードで行った入札 

(３) 同一案件において、入札参加者が電子入札及び紙入札の双方による入札書の提出をした入札 

(４) 特定建設工事共同企業体において、代表構成員の代表者又は受任者以外の名義人のＩＣカー

ドで行った入札 

(５) 工事費内訳書の提出を要する案件の場合において、工事費内訳書の提出がない入札及び工事

費内訳書取扱要領（平成25年10月７日付け25南管財第645号）第６条の規定により無効と判断する

入札 

（送信データの到着時期等） 

第17条 電子入札において、入札書等は、送信データが電子入札システムサーバに到着した時点で提

出されたものとする。 

２ 入札参加者は、入札書等の提出後に表示される画面により、送信データの到着を確認し、必要に

応じて印刷等を行うものとする。 

（通信障害等による特例） 

第18条 市長は、電子入札に係る電子計算機の障害若しくは広域的停電又は通信事業者に起因する広

域的通信障害により、複数の入札参加者が電子入札を行うことが困難と判明した場合は、その原因

と復旧の見込み等を調査の上、入札書受付締切日時若しくは開札日時の延長又は紙入札への移行を
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指示する等必要な措置を講じるものとする。 

２ 前項に規定する障害の発生及び復旧等については、ホームページにおいて情報提供を行うものと

する。 

附 則 

この告示は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年10月１日告示第37号） 

この告示は、令和元年10月１日から施行する。 
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様式第１号（第10条関係） 
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様式第２号（第10条関係） 
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様式第３号（第10条関係） 
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様式第４号（第14条関係） 

 


